　　　松原市愛着あるまちづくり支援要綱
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第１章　総則
　（目的）

第１条　この要綱は、地域の実情に応じた住みよい「愛着あるまちづくり」を推進するに当たり、住民等による自発的なまちづくり活動を支援するため、松原市補助金等交付規則（昭和５０年規則第６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　（１）　団体　特定の共同目的を達成するための多人数の継続的結合体又はその連合体をいう。
（２）　まちづくり推進団体　次条の規定により認定された団体をいう。
（３）　まちづくりグループ　特定の利害を図ることなく、愛着あるまちづくりを推進することを目的とする団体のうち、まちづくり推進団体に至らないものをいう。
（４）　住民等　居住者、事業者及び土地又は家屋の所有権を有する者をいう。

（５）　コンサルタント　都市計画等まちづくりに関し相当の専門知識及び実務経験を有する者をいう。
（６）　アドバイザー　まちづくりグループに対し、都市計画等まちづくりに関する勉強会等を通じて支援する者をいう。
第２章　まちづくり推進団体
　（認定するまちづくり推進団体の要件）

第３条　市長が認定するまちづくり推進団体の要件は、愛着あるまちづくりを推進することを目的とする住民等で構成する組織であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。
　（１）　その活動の対象となる区域（以下「活動区域」という。）を定め、その区域の面積がおおむね０．５ヘクタール以上であること。
　（２）　その組織の構成員を市長が別に定める区分により区分したものが、活動区域内の住民等を同区分により区分したものの過半数であること。
　（３）　構成員が１０人以上であること。

　（４）　その活動が、活動区域における地区計画、土地区画整理等のまちづくり計画の策定を目的としていること。

（５）　その活動において、情報の共有を図るため、活動区域内の住民等に周知徹底できる体制が整っていること。

（６）　活動区域内全体の住みよいまちづくりを目的とし、利害が共通する特定の者（地主、家主、借家人等をいう。）のみにより構成されていないこと。

（認定の申請等）

第４条　まちづくり推進団体の認定を受けようとする住民等で構成する組織は、まちづくり推進団体認定申請書（様式第１号）により市長に認定の申請をしなければならない。
２　前項の申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。

　（１）　組織の規約及びその活動体制を示す書面
　（２）　組織の構成員を示す書面

　（３）　組織の役員等の名簿

　（４）　組織の活動区域を示す図面

　（５）　組織のまちづくり活動における目的

　（６）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書

３　市長は、第１項の規定による申請を受けたときは、速やかにその内容を審査して認定の可否を決定し、その旨をまちづくり推進団体認定審査結果通知書（様式第２号）により申請者に通知しなければならない。
　（変更の届出）

第５条　まちづくり推進団体は、前条第１項の規定により提出した申請書又は同条第２項の規定により添付した図書の記載事項について変更があったときは、速やかにまちづくり推進団体変更届出書（様式第３号）により、その内容を市長に届け出なければならない。

　（認定の取消し）

第６条　市長は、まちづくり推進団体が第３条の規定に該当しなくなったと認めるとき又はまちづくり推進団体として適当ではないと認めるときは、その認定を取り消すことができる。

２　市長は、前項の規定によりまちづくり推進団体の認定を取り消したときは、速やかにまちづくり推進団体認定取消通知書（様式第４号）によりその旨を当該まちづくり推進団体に通知するものとする。
　（まちづくり計画の策定等）

第７条　まちづくり推進団体は、住民等の意見を反映し、市長と協議しながら、まちづくり計画の策定に取り組むものとする。

２　まちづくり推進団体は、まちづくり計画を策定したときは、当該計画を活動区域内の住民等に公表するものとし、必要に応じ、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条の２の規定に基づく都市計画決定等の提案に取り組むものとする。
第３章　まちづくりグループへの支援
　（アドバイザー派遣）

第８条　市長は、まちづくり推進団体の認定を目指すまちづくりグループに対し、地区計画、土地区画整理等のまちづくり計画に関する勉強会等にアドバイザーを派遣（以下「アドバイザー派遣」という。）することができる。

　（派遣の要件）

第９条　アドバイザー派遣を受けることができるまちづくりグループは、次に掲げる要件に該当する組織とする。

（１）　活動区域内の住民等で構成され、構成員が５人以上であるもの
（２）　まちづくり活動を継続的に行う意思があると市長が認めるもの

　（派遣の内容）

第１０条　アドバイザーは、コンサルタント等から市長が選考し決定するものとする。
２　アドバイザー派遣は、原則として一の組織につき、６回を限度とする。ただし、市長が必要と認めるときは、１０回を限度とする。
　（派遣の期間）

第１１条　アドバイザー派遣の全期間は、第１３条第１項に規定する最初のアドバイザー派遣審査結果通知書に記載した通知日から起算して２年を限度とする。ただし、市長が必要と認めるときは、この限りでない。
　（派遣の申請）

第１２条　アドバイザー派遣を受けようとするまちづくりグループは、アドバイザー派遣申請書（様式第５号）に、次に掲げる図書を添付して市長に申請をしなければならない。

（１）　組織の構成員名簿

（２）　組織の活動区域を示す図面

（３）　組織が目指すまちづくりの概要
（４）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書

（派遣の決定）

第１３条　市長は、前条の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査して派遣の可否を決定し、その旨をアドバイザー派遣審査結果通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。

２　市長は、前項の規定により派遣を決定したときは、アドバイザー派遣依頼書（様式第７号）により派遣を予定するコンサルタント等に依頼するものとする。

　（業務実施の報告）

第１４条　アドバイザー派遣を受けたまちづくりグループ及び派遣されたアドバイザーは、アドバイザー派遣実施の後、その結果をアドバイザー派遣結果報告書（様式第８号）により、速やかに市長に報告しなければならない。
第４章　まちづくり推進団体への支援

　（まちづくり推進団体へのコンサルタント派遣）

第１５条　市長は、まちづくり推進団体に対し、活動区域内のまちづくりへの合意形成を図りつつ、構想の検討、手法及び制度の調査研究等のためコンサルタントを派遣（以下「コンサルタント派遣」という。）することができる。

　（派遣の内容）

第１６条　市長は、まちづくり推進団体に対しコンサルタント派遣を行い、次に掲げる業務を提供するものとする。

（１）　まちづくりに関する基本構想及び基本計画の作成支援
（２）　まちづくり推進団体への指導及び助言
（３）　現地調査及び都市計画に関する図書の作成支援
（４）　広報誌及び広報板掲載の案の作成支援
（５）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。

２　コンサルタント派遣の助成を行う期間は、派遣を開始した日の属する年度からその翌々年度までを限度とする。
　（派遣の申請）

第１７条　コンサルタント派遣を受けようとするまちづくり推進団体は、コンサルタント派遣申請書（様式第９号）に、次に掲げる図書を添付して市長に派遣の申請をしなければならない。

　（１）　依頼内容の概要

　（２）　団体が目指すまちの概要

　（３）　前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書

（派遣の決定）

第１８条　市長は、前条の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査して派遣の可否を決定し、その旨をコンサルタント派遣審査結果通知書（様式第１０号）により申請者に通知するものとする。

　（派遣内容の変更）

第１９条　まちづくり推進団体は、第１７条に規定する派遣申請時の内容を変更しようとするときは、コンサルタント派遣変更申請書（様式第１１号）により、市長に申請しなければならない。

２　市長は、前項の申請による内容の変更がやむを得ないと認めるときは、その旨を当該まちづくり推進団体に通知するものとする。

　（まちづくり活動助成）

第２０条　市長は、まちづくり推進団体に対し、まちづくり活動に必要な経費の一部の助成を行うことができる。

　（助成の対象）

第２１条　市長は、次に掲げる費用に対し、助成金を交付するものとする。

　（１）　会議、研修会等の開催に伴う会場使用料等

　（２）　広報及び公聴に係る印刷費等（パンフレット作成、広報板設置等を含
む。）

　（３）　前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費

２　前項の規定による助成金の額は、前項各号に掲げる経費の合計額の範囲内で、かつ、一の団体に対し３００，０００円を限度とし、助成金の額に１，０００円未満の端数があるときはこれを切り捨てる。
３　第１項に規定する助成金の交付は、最初に助成を決定した日の属する年度からその翌々年度までを限度とする。ただし、助成団体がコンサルタント派遣を同時に受けている場合においては、そのコンサルタント派遣を行う期間まで延長することができる。
　（助成の申請）

第２２条　まちづくり活動助成を受けようとするまちづくり推進団体は、まちづくり活動助成申請書（様式第１２号）に、次に掲げる図書を添付して市長に助成の申請をしなければならない。

　（１）　まちづくり活動概要書

　（２）　収支予算書

　（３）　出納に関する帳簿の写し

　（４）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書
　（助成の決定）

第２３条　市長は、前条の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査して助成の可否を決定し、その旨をまちづくり活動助成審査結果通知書（様式第１３号）により申請者に通知するものとする。
（活動内容の変更）


第２４条　前条の規定により助成の決定を受けたまちづくり推進団体（以下「助成団体」という。）が、助成対象活動の内容を変更しようとするときは、速やかにまちづくり活動助成内容変更承認申請書（様式第１４号）により市長に承認の申請をしなければならない。

２　市長は前項の承認の申請があったときは、これを審査し、その結果をまちづくり活動助成内容変更審査結果通知書（様式第１５号）により申請者に通知するものとする。

　（実施状況の報告）


第２５条　市長は、必要があると認めるときは、助成団体に対してその助成対象活動の実施状況の報告又は必要な書類の提出を求めることができる。

　（完了実績報告書）

第２６条　助成団体は、その助成対象活動に係る当該年度の活動を完了したときは、その完了の日から起算して３０日以内に、助成対象まちづくり活動完了実績報告書（様式第１６号）により、次に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。

　（１）　収支決算書

　（２）　出納に関する帳簿及び証拠書類の写し

　（３）　助成対象活動の内容が確認できるもの

　（４）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書

（助成金の確定等）

第２７条　市長は、前条の規定により完了実績報告書の提出があったときは、当該報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、助成対象活動の内容が交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを審査し、その結果、助成金を交付するか否かについて助成対象まちづくり活動審査結果通知書（様式第１７号）により、助成団体に通知するものとする。
（助成金の交付）

第２８条　前条の規定により助成金交付額確定の通知を受けた助成団体は、まちづくり活動助成金交付請求書（様式第１８号）により助成金の交付を請求することができる。
　（助成等の取消し等）
第２９条　市長は、第６条第１項の規定によりまちづくり推進団体の認定を取り消したとき、又は第１８条の規定によりコンサルタント派遣を受けるまちづくり推進団体若しくは助成団体が次の各号に掲げるいずれかの事項に該当する場合において、第１８条の派遣の決定又は第２３条の助成の決定をしているときは、その決定の全部若しくは一部を取り消すことができる。

（１）　この要綱の規定に基づいて提出された申請書又は報告書等の内容が虚偽であることが判明したとき。

（２）　コンサルタント派遣又は助成対象活動の目的を達成することができないと認めるとき。

（３）　助成団体が、次条第２項に規定する指導に対し、何らの改善を行わなかったとき。

（４）　助成団体が、法令に違反する行為を行ったとき。

２　市長は、前項の規定によりコンサルタント派遣の決定を取り消したときはコンサルタント派遣取消通知書（様式第１９号）によりまちづくり推進団体に通知するものとする。
３　市長は、第１項の規定によりまちづくり活動助成を取り消したときはまちづくり活動助成取消通知書（様式第２０号）により当該助成団体に通知するものとする。
４　市長は、まちづくり活動助成を取り消した場合において、既に交付した助成金があるときは、その額の中から、助成金交付取消額の返還をまちづくり活動助成金交付取消額返還命令書（様式第２１号）により、当該助成団体に対し命ずるものとする。

　（指導監督）

第３０条　市長は、この要綱に規定する活動の適正化を図るため必要があると認めるときは、助成団体に対し、当該職員に実地で書類等の検査をさせ、又は関係者への質問をさせることができる。

２　市長は、助成団体の運営が適正でないと認めたときは、助成団体に指導することができる。

３　前項の指導を受けた助成団体は、その運営を改善し、その結果を市長に書面で報告しなければならない。

第５章　雑則

　（支援の制限）

第３１条　前各条の規定にかかわらず、この要綱による支援と同趣旨の他の本市制度による支援を受けているときは、この要綱は、適用しない。

２　第３章及び第４章の規定にかかわらず、国、大阪府等からこれらの章の規定による支援と同趣旨の他の制度による支援を受けているときは、当該支援を受けている範囲を除き、この要綱を適用する。

３　前項の場合において、まちづくり活動助成における第２１条第２項の規定の適用は、同項中「３００，０００円」とあるのは「国、大阪府等から受けている第４章に規定するまちづくり活動助成金相当額を３００，０００円から控除した額」とする。

　　　附　則

この要綱は、平成２５年４月１日から実施する。
附　則

この要綱は、令和元年１０月４日から実施する。

　　附　則
この要綱は、令和３年４月１日から実施する。
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